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［要旨］
待機児童問題は保育施設の建物を整備するだけでは解決には至らず、深刻
な保育士不足の解消が急務となっている。保育士は勤続年数が他の職種に比
べて短く、早期離職するものが多い。有効求人倍率は 3.38 倍で最も倍率の高
い東京都では約 6 倍（2018 年 1 月時点）であり、保育士確保が大変難しい状
況が続いている。
保育士が長く働き続けやすい環境醸成の一因である人間関係の良い職場に
は、園長等責任者の役割行動が影響を与えている。園長のリーダーシップ行
動が、そこで働く保育職のやる気や力量向上等に影響があることは各研究で
明らかになっている。しかし、保育職が働き続けやすい、人間関係のよい環
境作りに対しての園長等責任者の役割行動についての完成された研究は見当
たらない。
本論文では、人材採用・育成が順調と言える平均勤続年数が長い保育所と
他の保育所の特徴について抽出し、他業種・他職種の先行研究も参考に検討
し、外的報酬以外の保育士が働き続けやすくなる要因について関東地方の 8
私立保育所で調査を実施し、働き続けやすい保育施設の職場環境と組織作り
には、研修の実施、マニュアルの整備が必ずしも有効ではなく、施設全体で
関心を持ち新人を育てる組織文化の醸成が有効であり、そこで求められる園
長等のリーダーシップは、保育士職員を支援し導くスタイルのリーダーシッ
プであることが示された。
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1．研究の背景と目的
日本の子育てをしながら働く人にとって大きな社会問題である待機児童 （1）は、2019
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年 4 月時点で、全国に 16,772 人とされている（厚生労働省、2019）。待機児童が生じ
る背景として保育施設の不足が挙げられ、その拡充が求められている。一方、保育士
不足により閉園する保育施設の事例もみられ （2）、保育施設へのアンケートによると、
保育士ら職員が不足している保育施設は 25.0％、職員不足と回答した施設の 18.3％が
利用者（児童）の入所を制限しているとの回答（福祉医療機構 2017）があった。この
結果からも、待機児童問題は保育施設の建物を整備するだけでは解決には至らず、深
刻な保育士不足の解消が急務となっていることが示されている。
保育士の有効求人倍率は 2018 年 1 月時点で、3.38 倍である。有効求職者数は例年大
きな変化はなく、有効求人数が激増しているため、有効求人倍率が上昇する結果となっ
ている。最も有効求人倍率が高い東京都では約 6 倍となっており、保育士を確保する
ことが大変難しい状況となっている。離職率は全国平均 10.3％であり、私営保育所は
12.0％とさらに高い割合となっている。保育士登録者数 119 万人に対し、保育士とし
て勤務している者の数は 43 万人、全国に約 76 万人の潜在保育士 （3）が存在している。
日本の保育士の平均勤続年数は 7.7 年、全職種平均 12.1 年と比べても短く（厚生労
働省 2018）、早期離職する者が多い（ベネッセ教育総合研究所次世代育成研究室 2012
ならびに加藤・鈴木 2011）。諸外国と比べても、日本は保育職員の 20 代が占める比率
が高く、それは他国のように各年代が継続的に勤務し、多様な年齢層がいる園組織と
は異なる不安定な職員体制構造を持っていることが示されている（OECD 2015）。そし
て、離職率が高ければ、保育士が子どもに対して継続・一貫した保育ができにくくな
り、研修を受けるなどして保育の専門性を高めることもできず、結果として保育の質
全般をそこない、子どもたちの発達にも悪影響を及ぼすため（Elliot 2006）、保育士の
就業継続は大変重要な課題である。
日本保育協会が全国の保育施設で実施した調査では、保育士が働き続けるために大
切なことの回答として「人間関係のよい職場であること」「やりがいのある仕事だと本
人が思うこと」が「給料」と比べて高い割合 （4）となっている（日本保育協会 2015）。
一方、「保育士・保育教諭が誇りとやりがいを持って働き続けられる新たなキャリア
アップの道筋について、現状では、参考となるべき仕組みに関する情報は少なく、各
法人それぞれが独自に検討・実施」（全国社会福祉協議会全国保育士会 2017）している。
保育士の就業継続や保育専攻学生の就職意欲向上に対する保育士の給与・賞与等の
「外的報酬」との関連に関する調査は多く存在し（Huntsman 2008、両角 2018 他）、そ
れに対応した政策 （5）も多く見られている。しかし、保育現場の人間関係など職場環境
に影響を与える組織づくり、仕組みづくりに関する先行研究は乏しい。
本論文では、人材採用・育成が順調と言える平均勤続年数が長い保育所と他の保育
所の特徴について抽出し、他業種・他職種の先行研究も参考に検討し、外的報酬以外
の保育士が働き続けやすくなる要因について研究をおこなう。
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2．先行研究の検討と仮説
（1）先行研究
①保育職の就業継続に関する研究
先述したように、保育職は平均勤続年数が他の職種に比べて短く、初期キャリアの
うちに離職するものが多いことが報告されている。
新卒の保育職に行った調査では「就職後に仕事を辞めたいと思ったことがある」と
回答した者が全体の 60％に上った（水野・徳田 2008）。遠藤他の調査によれば、卒業
後に保育施設に就職した者のうち、調査時点（卒業後 1～3 年）で 3 割程度が退職を
経験していたことが報告されている。この退職を経験した者のうち保育者として別の
保育施設に再就職した人は 2 分の 1 にすぎず、4 分の 1 は別の職業に転職し、4 分の 1
は職業に従事していなかったことが明らかになっている（遠藤他 2012）。静岡県内の
保育施設の調査においても、約半数の施設において、在職期間 3 年未満の退職者がい
たとの回答があったことが示されており（加藤・鈴木 2011）、近畿圏での調査でもこ
れと同様の調査結果で、各施設の管理者や新人教育担当者は早期離職者の退職理由に
ついて「精神的な体調不良」「進路変更」を多く挙げ、またそうした状況に至った原因
については「責任の重さ」「知識能力不足」「職場の人間関係」を指摘している（森本他 
2013）。
また、保育士の卵である保育専攻学生が、資格を取得しても保育職として働きたく
ない理由として、半数以上の学生が「保育実習を通じて向いていないと感じた」こと
を挙げており（マイナビ採用サポネット HR リサーチコラム 2016）、保育実習が潜在
保育士予備軍を生む要因であるとも言える。そして、保育専攻学生の進路選択にとっ
て実習をおこなう保育施設での人間関係は重要な影響を与える（新保 2018）こともわ
かっている。
②保育施設内の人間関係と保育職の精神健康・心の疲労度に関する研究
保育職のストレスについては、「保育施設内の人間関係の問題」が大きなストレス要
因となっていることが明らかになっている（嶋崎・森 1995 他）。冨田によれば、保育
職の 84.9％が職場において何らかのストレスを感じていると回答したと報告している
（冨田 2009）。保育士についての、小林他の調査では、1 割以上の保育士がバーンアウ
ト症状（情緒的消耗感、脱人格化、個人的達成感低下）すべてにおいて、注意すべき
状態であり、それは主に職場内の方針や人間関係に起因する項目が関連していること
を明らかにしている（小林他 2006）。幼稚園教員を対象とした西坂他の調査でも、「仕
事の多さと時間の欠如」、「子ども理解・対応の難しさ」、「学級経営の難しさ」はスト
レスとして知覚されているものの、精神健康を害する要因としての因果関係はみられ
なかったこと、それとは対照的に「園内の人間関係の問題」によるストレスは、精神
健康を害する要因となることが指摘されている（西坂 2006、西坂 2010）。
また、保育職は経験年数によってストレスの内容や疲労度が異なるため、経験年数
に合わせた支援の必要性が示唆されているが、「園内の人間関係の問題」に関するスト
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レスはどの年代にも共通してみられ、経験年数を経ても精神健康を害する要因となっ
ていることが確認されている（上村 2012）。
③看護師の就業継続に関する研究
保育士は「ケア労働」 （6）に分類される。ケア労働者の中では看護師の就業継続に関
しては様々な角度からの研究が見られる。
まず、前節の保育士の就業継続には人間関係が重要という指摘と共通して、看護師
の就業継続の要因にも職場の人間関係が挙げられている（藤岡 2010、山田他 2008、久
保他 2008）。
また、ホスピタリティ人材と言う観点からの研究もある。ホスピタリティとは「ゲ
ストとホストが人間の尊厳を持って相互に満足しうる対等となるにふさわしい、共創
的相関関係で遇する。そして期待通りまたはそれ以上の結果に満足し、再びそれを求
める」（服部 2008、104）という状態であり、野澤は、看護師がホスピタリティを大事
にする特性があることを指摘し、「看護師は本来、ホスピタリティ人財であることから、
ホスピタリティを発揮できる環境を構築することにより、ホスピタリティ価値の創造
が職場全体に広がる。そして、ホスピタリティ人財が増えていくことにより、医療の
質の向上に繋がっていると実感できる職場環境を構築していくこと」それが「看護師
を続けたいと考える看護師が増えていく可能性」に繋がると示している（野澤 2014）。
この論点は、同じケア労働職の保育士にもそのまま繋がる提言であると考えられる。
そして、新人看護師が定着しやすい仕組みとして、施設全体で新人を育てるという
ことの大切さが示されており、そういった職場環境組織作りにはリーダーの役割が大
きいとされている。離職率が高かった施設がどのような組織改革を通して離職ゼロを
達成したのかを香川は分析した。離職者ゼロを達成した施設では、当初、新人看護師
と管理者それぞれのコミュニティ間に境界があったが、その境界を取る努力がなされ、
新人への教育はプリセプター （7）だけではなく、7・8 年目の看護師に指導のフォロー
をしてもらっていることが示された（香川他 2011）。2010 年に義務化された新人看護
職員研修の理念には「新人看護職員を支えるためには、周囲のスタッフだけではなく、
全職員が新人看護職員に関心を持ち、皆で育てるという組織文化の醸成が重要である。」
と謳われている（厚生労働省 2014）。また、緒方は看護師の就業継続意向には、「人的
資源の適切性」と「看護管理者の力量、リーダーシップ、看護師への支援」が有意に
関連すると示している（緒方他 2011）。
④保育施設の園長等責任者に求められる役割に関する研究
保育施設の園長等責任者には多様な役割が求められているという特徴が挙げられ
る。ロッドは園長のリーダーシップの役割として、①考えを共有する、②事例を掲示
し、モデルになる、③方向性を考える、④チームワークや協働性を作り出す、⑤職能
的発達を促す、⑥組織の変化を計画し実施する、の 6 つに分類し（ロッド　監訳 民秋 
2009）、早川は、園長の役割として①保育観、保育方針を示す、②人材育成、③職場の
コミュニケーション・人事管理、④保護者対応、⑤地域や他の機関との連携、⑥地域
育児支援、⑦保育者の 7 つにわけて示した（早川 2009）。Siraj–Blatchford& Manni は
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園長のリーダーシップの要素を①園全体の保育目標の明確化、②理解の共有化、③効
果的コミュニケーション、④省察の推奨、⑤モニタリングと相互評価、⑥専門性発達
への関わり、⑦リーダーシップの分担、⑧学びの集団と協働的な文化の構築、⑨家庭
との連携、⑩管理と指導のバランスという分類（Siraj–Blatchford& Manni 2007）をお
こなった。上田は、この Siraj–Blatchford& Manni の分類を参考に、アンケート調査を
実施し、保育の質の向上のために園長が最も重視しているのは「研修等を通した自己
研鑚」であると示した（上田 2015）。これは「保育者の質は、保育の質を規定する最
も重要な要因である。そのため、保育者が研修を受けることで専門性が向上し、保育
実践の質も向上する」（Martinez–Beck&Zaslow 2006）という研究結果ともつながって
いる。
⑤校長のリーダーシップに関する研究
また、小学校～高校についての先行研究も検討する。学校では各教員が教室で個別
に指導をおこなっており上司が常に観察できないという点では、保育所と形態が類似
していると考えられる。
吉村によると、現在の自律的学校経営に適応的な校長には、従来の組織変革をする
ために主体的で強力な「変革的リーダーシップ」から、教員をコントロールするので
はなく、支援し中央から導くスタイルの「促進的リーダーシップ」に変容していると
示し、具体的な事例として、小学校校長面接調査で「教員の主体的な判断や意見を必
ず求め、当事者として学校経営に関与させることが学校の改善力につながった」「教員
たちがやりがいを持って取り組める環境を維持している」「教員に対して信頼を示して
いる」などの促進的リーダーシップ行動が教員に受容された結果、自律的学校改善コ
ミュニティの形成に効果的と明らかになっている（吉村 2017）。また、浜田によれば
促進的リーダーシップは、日本の自律的学校経営には適応していると指摘している（浜
田 2001）。その他に、露口によれば「学校組織のチームワークにとって対話の機会や
学校課題の共有化、困難さの共有が重要」（露口 2012）であり、「学校のビジョンは教
職員との『共同作品』であるという認識が重要」（小島 2012）であることが示されてい
る。これらの指摘は、いずれも保育所の組織のあり方を検討する際にも参考になると
考えられる。
教育現場におけるリーダーシップ研究の特色としては、カリスマ性や権威のあるリー
ダーがあらゆる運営・計画・指示を行い他のスタッフが従う従来の階層的リーダーシッ
プではなく、組織のどこにでもリーダーシップが存在し（Raelin 2003）、組織のあらゆ
るレベルで、適切な知識や専門的技術をもち、主導し、変化や新しい機会を捉え、挑
戦する力のあるリーダーが出てくる（Clark ＆ Murray 2012）とされる「分散型のリー
ダーシップ」が有効（Spillane 2005）ということが示されている。ただし、リーダー
シップを分散したことで、教師が負う責任に対する負担感が増し、実際にはより権力
をもっている教師の価値観や目標を押し付けるだけとなった小学校以上のリーダー
シップについての研究（Ritchie ＆ Woods 2007）も存在する。
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⑥園長のリーダーシップ
教育の領域と同様に保育現場においても分散型リーダーシップが有効であり、保育
者の離職防止、日々の保育実践の向上と子どものより良い育ちのために、分散型リー
ダーシップの取り組みが重要である（淀川・高橋 2016）と示されている。従来の保育
現場では、階層型リーダーシップがとられることが多かったが、近年の研究や当事者
の語り （8）からは、分散型リーダーシップの有効性の指摘が目立つ。
学校教育と比べても、保育施設は、常勤だけではなく非常勤の比率が高く、また正
規資格者だけではなく補助者の人たちもいるなどの状況から、色々な人がチームになっ
て子どもの保育にあたることが重要（OECD 2013、秋田 2016 他）な組織である。そ
して、地域による保育ニーズの違いや、認定こども園への移行や小規模保育園など保
育施設の多様化が進んでいる今日では、それぞれの園の置かれた状況が大きく異なり、
そのような社会的、地域的背景以外にも、園長自身の経歴や職員構成などに応じて多
様で複雑な組織となることが考えられる。
保育者は、同僚間の信頼関係が築かれることではじめて、新たなことに挑戦したり、
そのためのリスクを負ったりすることができる（Murray ＆ Clark 2013）。園長がリー
ダーシップを発揮し、園風土の改善に努めれば、保育者の人間関係にかかわる負担感
を低下させ、さらにそれを通して職務満足感を引き上げる可能性が示唆されている
（遠藤 2016）。そして、園の規模が大きいほど、保育者の役割分担や、組織としてどの
ような共同体制を築いていくかについて、園長が果たすリーダーシップが重要（無藤 
2019）という指摘もある。
上田の研究によると、転勤経験を持つ幼稚園保育者の自己評価と、その保育者に対
する前任・現任園の園長または副園長の評価と指導内容についての調査では、保育者
の力量向上が園長によって大きく異なることを明らかにしている。また、保育者の力
量向上に効果的な園長のリーダーシップとは、話し合いの場を設けて人間関係を構築
し、頻繁な園内研修を行い、園全体で力量向上を図っていこうとする指導であること
を指摘されている（上田 2004）。
（2）仮　説
先行研究を踏まえた上で、本論文では以下の 3 つの仮説をもとに考察をおこなう。
仮説 1： 働き続けやすい保育施設の職場環境と組織作りには、研修の実施、マニュ
アルの整備が有効である。
仮説 2： 働き続けやすい保育施設の職場環境と組織作りには、施設全体で関心を持
ち新人を育てる組織文化の醸成が有効である。
仮説 3： 働き続けやすい保育施設の職場環境と組織作りに求められる園長等のリー
ダーに求められるリーダーシップは、分散型リーダーシップである。
3．保育施設の職場環境と組織作りに関する事例調査の結果と分析
2.（1） ①でも述べたように保育実習生にとって、実習の経験が自身の進路に大きな
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影響を与える。卒業後に保育職への就職を希望しない潜在保育士予備軍の学生からは、
保育職を希望しない理由として実習先の保育施設での人間関係を挙げられる。保育実
習生にとって、実習をおこなう保育施設での人間関係とその人間関係を支える保育施
設の方針が重要な役割を持っている。本研究では保育実習を切り口として、保育施設
での人間関係と人間関係を支える方針について調査・研究をおこなうこととした。
2017 年 7 月 ~11 月に関東地方の私立保育所 8 か所において保育実習の非参与観察と
園長等採用責任者に対するインタビュー調査を実施した（表 1）。その中で、人材採
用・定着が順調な社会福祉法人 A、B 保育所の特徴を抽出した。
A 保育所の職員数は 38 名で、平均勤続年数が 16 年であり、B 保育所の職員数は 47
名であり、平均勤続年数は 16 年であった。これは調査時における保育士平均勤続年数
7.7 年（厚生労働省 2017a）の 2 倍以上にあたる。A 保育所、B 保育所ともに保育士養
成校学生からの実習希望が多数あり、全ての実習希望者を受け入れられていない。A
保育所では 2017 年度は希望者の中から 6 名の保育専攻学生を実習生として受け入れる
予定である。そして、2015 年度・2016 年度の新卒採用募集人数は各 1 名で、いずれも
A 保育所で保育実習をおこなった者の中から採用がおこなわれた。
関東地方などの採用難地域では、保育士を採用したい保育施設採用担当者は、保育
士養成校に対して、求人だけではなく保育実習生の派遣に関しての依頼にまわってい
る例が多くある。一方、A、B 保育所は、そういったリクルーティングをおこなわな
くとも、実習希望者・就職希望者が毎年多く集まり、その中から選考して実習受入れ、
採用をおこなっている。A、B 保育所は、平均勤続年数も長く人材が定着し、新規の採
用も順調におこなえている保育施設であり、保育士が働き続けやすい組織作りが比較
的上手くいっている保育施設のモデルケースとして、研究の対象とした。
（1）保育施設の人間関係
2017 年 8 月 28 日と 9 月 5 日に、A 保育所の保育実習の観察を実施した。
2017 年 8 月 28 日の観察における保育実習生 a は、関東地方所在四年制私立大学の保
育専攻学生 3 年生で 20 歳、女性、A 保育所の卒園生ではなく A 保育所が所在する自治
体内在住である。はじめての保育実習（見学実習）初日であった。当日の実習クラス
表 1　インタビュー調査対象保育所
社会福祉
法人
A 保育所
社会福祉
法人
B 保育所
社会福祉
法人
C 保育所
株式会社
D 保育所
社会福祉
法人
E 保育所
株式会社
F 保育所
社会福祉
法人
G 保育所
社会福祉
法人
H 保育所
職員数合計 38 名 47 名 34 名　 20 名 36 名 25 名 31 名 59 名
在職者の
平均勤続年数
16 年 16 年 2 年 1 年未満 4 年 1 年 4 年 7 年
開設年月日 1968 年 1948 年
1962 年
（2014 年民営化）
2014 年 2007 年 2014 年 2002 年 1952 年
インタビュー
対象者
採用
責任者
（園長夫人）
園　長 園　長 社　長 園　長 社　長 園　長 園　長
出典：2017 年 7 月～12 月　筆者調査を元に作成
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は 1～2 歳児クラス（在籍児童 12 名のうち 10 名出席）で、実習担当保育士は 2 名（40
代女性、60 代女性）であった。
2017 年 9 月 5 日の保育実習生 b は、関東地方所在私立短期大学の保育専攻学生 2 年
生で 19 歳、女性であり、A 保育所の卒園生で A 保育所同自治体内在住である。既に
2017 年 5 月に A 保育所において 2 週間（10 日）の見学実習の経験がある。今回、観察
を実施したのは保育実習（参加実習）の 2 日目であった。当日の実習クラスは 3～4 歳
児クラス（在籍児童 14 名のうち 14 名出席）で、実習担当保育士は 1 名（20 代女性・
就職 2 年目）であった。
記録は IC レコーダーとビデオカメラによって音声と動画（一部）の記録をおこない
分析を実施した。
①実習中の保育実習生の状況分析
2017 年 8 月 28 日、9 月 5 日いずれの観察でも、A 保育所の特徴として、職員のフレ
ンドリーさ、雰囲気のオープンさが強く感じられた。他の観察をおこなったいずれの
保育施設でも、児童の保護者や筆者のような外部の人間を見かけると保育士職員は皆、
笑顔で挨拶が行われていたが、挨拶以上に積極的に話しかけてくることはなかった。
一方、A 保育所では、保育実習生だけではなく筆者に対しても、在住地域、訪問理由
等について質問をされることが複数回あり、そこから天気の話など、いわゆる世間話
も自然におこなわれていた。また、A 保育所で児童送迎時の児童保護者に対しても、
担任保育士職員以外の保育士職員からの挨拶以外の声かけの様子も複数見受けられた。
A 保育所では、保育士職員がリラックスしており、実習中の保育実習生 a、b も他の保
育所の実習生と比べてリラックスしている特徴を見ることができた。
そして、A 保育所では、保育実習生に対する保育士職員の対応が臨機応変で画一的
に感じることはなかった。そのため、実習生も自然に質問がしやすい雰囲気が作られ
ており、他の園に比べて実習生は主体的に自身の疑問を解消するために質問が多くお
こなわれていた。a の場合、昼食時を中心に 9 時間の観察の間、37 回質問がおこなわ
れていた。これは、他園の観察の 6 時間中 5 回に比べて極めて多かった。
A 保育所では、実習生は保育士職員に対して多くの質問をおこなっており、それに
対して保育士職員は大変親身に回答・対応をおこなっていた。対応する保育士職員は
実習受入にあたって事前に実習受入に関する研修を受講しておらず、実習受入を担当
することによるインセンティブや目標設定も一切ないとのことだった。
A 保育所において保育士職員が親身になって実習生の対応をおこなえているのは、
保育士職員自身が安心して心地よく納得のできる働き方ができているからなのではな
いかと考えられる。観察の中で、A 保育所を一度退職し他保育施設勤務経験のある保
育士職員に A 保育所の特徴についてたずねたところ「上の人（採用責任者である主任
や副主任など）がいざとなったら守ってくれる安心感があり働きやすい。」という回答
があった。また、別の保育士職員から「A 保育所は毎年募集があるわけではなく、私
が新卒時は募集がなく入社できなかったので、他保育所に 1 年勤めながら A 保育所の
求人募集が出るのを待ち 1 年後に入社した。」という話を聞くこともでき、それぞれの
保育士職員が納得し安心して働いている様子が見受けられた。これは、前述したよう
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に A 保育所の勤続平均年数の長さ、定着率の高さにもあらわれていると考えられる。
（2）採用責任者へのインタビュー調査
前節で述べたように、A 保育所では保育士職員が納得し安心して働いていることに
より、保育実習生も安心した状態で実習をおこなえていることが観察された。
本節では、A～H の 8 保育所の調査（表 2）の中から、A 保育所の採用責任者 c と B
保育所の園長 d のインタビュー内容を中心に抽出する。c は 60 代女性であり、A 保育
所の園長夫人であり保育士資格を保有している。d は 70 代男性であり、B 保育所の園
長で保育士資格を保有していない。インタビューは事前に研究の概要と質問項目例を
c、d に郵送をした上で、2017 年 9 月に各保育所内の他の職員がいない部屋で実施した。
インタビューの形式は半構造化で、100～120 分間 IC レコーダーによって音声録音を
おこない分析した。
①実習受入時の対応を担当する職員へのマニュアルや研修の有無
A 保育所は、保育実習受入にあたり、受入側の職員に対するマニュアルは特に用意
しておらず、保育専攻学生の在籍する学校名と氏名と実習の種類、何回目の実習かの
み伝えられている。
尚、保育実習生 b は 2 回目 2 日目の実習で、担当保育士職員は観察時点では実習生
b に関する上記情報について把握ができていたが、保育実習初日の保育実習生 a の際
は、実習生の上記情報も、観察時には、受入担当職員には、きちんと伝わっていなかっ
たが実習はスムーズにおこなわれていた。
B 保育所では、保育実習についてのマニュアルは存在していたが、内容は指導保育
士向けというよりも保育実習生の注意点がまとめられた内容であった。
表 2　保育所毎の特徴
社会福祉
法人
A 保育所
社会福祉
法人
B 保育所
社会福祉
法人
C 保育所
株式会社
D 保育所
社会福祉
法人
E 保育所
株式会社
F 保育所
社会福祉
法人
G 保育所
社会福祉
法人
H 保育所
インタビュー
対象者
採用
責任者
（園長夫人）
c 
園　長
d
園　長 社　長 園　長 社　長 園　長 園　長
園長等の
役割意識
経営者 経営者
全ての
責任者
全ての
責任者
全ての
役割
全ての
役割
全ての
役割
全ての
役割
 園長の
リーダーシッ
プ形式・特徴
分散型・
サーバント
分散型・
サーバント
階層型・
支配型
階層型・
支配型
階層型・
支配型
階層型・
支配型
階層型・
支配型
階層型・
支配型
実習受け入れ
のための
マニュアルや
研修有無
×
マニュアル
△
研修×
マニュアル
〇
研修×
マニュアル
〇
研修〇
マニュアル
〇
研修×
マニュアル
〇
研修×
マニュアル
〇
研修×
マニュアル
〇
研修〇
保育実習生に
関わる職員数
10～15 名 10 名前後 2 名 1～2 名 2～3 名 未受入 2～4 名
2～3 名
（メインは
基本的に 1 名）
出典：2017 年 7 月～12 月　筆者調査を元に作成
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A 保育所以外の観察・インタビューをおこなった保育所では、実習受入時のマニュ
アルや実習の意義・位置づけについて記載された書類が存在していた。
②研修・マニュアルの重要度
平均勤続年数の短い C～H 保育所では、研修やマニュアルについて重視している発
言が多く、多くの園長は行動する上で大事にしていることとして、インタビューの冒
頭に研修について発言することが見られた。一方、平均勤続年数の長い A、B 保育所
では研修を重視した発言は見られなかった。質問をすれば研修は実施しているという
回答を得られたが、園運営全般に関する発言の中では、研修について述べられること
はなかった。
これは、上田のアンケート調査でも示された通り、（一般的な）保育所の園長が保育
の質の向上のために最も重視しているのは「研修等を通した自己研鑚」（上田 2015）で
ある。一方、平均勤続年数の長い保育所では、研修以外の注力していることについて
強調する発言が見られた（表 3）。
表 3　研修・マニュアルに関する発言
平均勤続年数の短い保育所の研修・マニュアルに関する発言
D 保育所
「補助金制度を利用できる最大限度の研修をおこなっている。全職員が出席できる日曜日に年
数回実施している。職員から研修日も時給発生とならないかという要望もあるが、仕事をして
いく上で、どんな仕事でも勉強し続けることは必要だし、その機会を与えてもらっていると
思って、義務的に捉えないで欲しい。」
F 保育所
「研修は保育の質を向上させるために欠かせないものだと思い重視している。」
「園の約束事を小冊子にまとめて、全職員が常にポケットに入れておくようにしている。」
G 保育所
「保育の質の向上のために園内研修を大事にしている。正規職員だけでなく、パート職員も受
講するようにしている。」
「新人保育士には、ビジネスマナーの研修も受講を義務付けている。」
H 保育所
「研修に参加した場合、学んできた内容について職員会議等を通して他の職員と共有し、業務
にいかしている。」
「毎朝朝礼をおこない、全職員で声だしをしている。コミュニケーション能力、職員の関係性
作りのため。」
平均勤続年数の長い保育所の研修・マニュアルに関する発言
A、B 保育所ともに研修やマニュアルを重視した発言は、ほとんどみられなかった。しかし、
研修実施有無に関して質問すると、両保育所ともに実施有との回答であった。
出典：2017 年 7 月～12 月　筆者インタビュー調査から一部抜粋
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③実習時に接する職員の人数
A 保育所では、1 回の実習 10 日間前後のうちで実習生 1 名に対応する職員の数は、
10～15 名程度、B 保育所では 10 名前後という回答だった。他園では、実習期間中は毎
日、責任者（園長や採用責任者等）が 1 日の始まりと終わりにフォローを行っている
との回答だったが、A 保育所、B 保育所では、実習の責任者が 1 日の始まりと終わり
にフォローをおこなっておらず、各クラス担当の保育士職員に日誌の書き方などを含
めて基本的な対応が全て任されていた。ただし、A 保育所でも園全体の方針に関わる
ような質問で担当保育士職員では対応できない要件の場合は、担当保育士職員から保
育実習受入責任者の副主任に取次対応を依頼していた。
1 人の実習責任者に対応を任せるのではなく、日によって対応者を変えて、複数の
保育士職員に対応をさせる理由として、c の回答は「人間関係が濃くなるのは良いこと
がない」という考えからということであり、業務の負担を物理的にも心理的にも的確
に分散することが考慮されている。
④保育所責任者の実習に対する意識
保育実習を受け入れる目的については「指導する保育士職員のモチベーションアッ
プのため。」「採用につなげるため。具体的には採用するかの見極めがしやすい。」とい
う回答が c からはあった。
実習を受け入れるにあたっての意識をたずねたところ「実習生には完璧を求めな
い。足りないところがあったら伝えるのは入社してから。入社してから学んでいけば
いい。」「実習は、実習をする学生を応援するという気持ちで受け入れている。職員に幸
せになって欲しいと思っているように、実習生にも同じ気持ちで接している。」との回
答があった。そして、全ての実習希望学生を受け入れできない場合は、卒園生や中学
時職場体験で A 保育所に来たことがある学生を優先して選んでおり、その理由として
は、「彼女達（A 保育所卒園生などの実習希望保育専攻学生）を幸せにする責任が自分
達（A 保育所）にはあると思うから。」と述べていた。一方で「そういう理念があるに
せよ、他の保育所よりも実習生に対して甘いところがあるのかもしれない。指導や評
価をサボタージュしているということなのであろうか。」という自問もあるという回答
もあった。
⑤保育所責任者自身の役割に関する意識
先行研究でも述べたように、保育所の園長等責任者は多くの役割を担っている。対
応する相手として、園児・保護者・自治体・地域・職員・業者等多方面に渡る。そし
て、相手先毎に対応すべき項目が多岐に渡る。例えば、対応先として職員については、
人材採用、人材開発、人事評価、人材配置などに保育所の責任者は携わる。
インタビューをおこなった全ての保育所において「保育所では、例えば教育者、経
営者、地域・役所との折衝者、さまざまな役割があるが、あなたの役割は何か？」と
質問したところ、A 保育所と B 保育所以外の全ての保育所責任者からは「経営者でも
あり、教育者でもある。」という回答であった。また、インタビューの中での発言でも
園長の階層型、支配的（主体的）リーダーシップをとっていると考えられるものが見
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られた。一方、A 保育所の採用責任者 c と B 保育所の園長 d の回答は「自分は、経営
者であり教育者（保育者）ではない。」という自己の役割意識に対する見解が特徴的
だった。その理由として c、d 共に「教育・園児との対応は各保育士（保育士職員）に
任せている。」「保育士（職員）が働きやすくすること、それに自分自身は注力してい
る。」という意見であり、他者を信頼し主体性を引き出すリーダーシップをとってお
り（表 4）、これは分散型リーダーシップや、奉仕や支援を通じて、周囲から信頼を得、
主体的に協力してもらえる状況を作り出すサーバントリーダーシップ （9）をとっている
表 4　保育所責任者のリーダーシップ形式に関すると考えられる発言
平均勤続年数が長い保育所における責任者の分散型リーダーシップ、サーバントリーダーシッ
プと考えられる発言
A 保育所（c）
「教育・園児との対応は各保育士に任せている。」
「保育士が働きやすくすること、それに自分自身は注力している。」
「下からの意見を吸い上げ反映させる文化があれば、自ずとやる気もあがってくる。下の意見
をどれだけ『聞く耳を持ち取り入れていけるか』が一体感を作るのには重要。」
 B 保育所（d）
「責任者にできるのは、各職員を『信頼』してそれぞれの力を発揮してもらうこと。」
「フラットな組織であるべき」
「皆が意見を出す。出せる雰囲気を大事にしている。」
平均勤続年数が短い保育所における責任者の階層型リーダーシップ、支配型（主体的）リー
ダーシップと考えられる発言
C 保育所
「全ての役割の責任を持たなければならず、私は全然休みが取れない。」
「民営化する前からいた保護者などからの突き上げや要求が多く、何度も説明会を開かなくて
はならなかった。そういったことは私一人の役割であり、かなり大変だった。」
「本部と現場の板挟みで、園長というのは本当に大変な仕事である。」 
D 保育所
「実習生の対応などは基本的に私が担当する、他の保育士には任せられないから。」
E 保育所
「保育室に出来るだけ出向き、全ての学年の子（児童）の名前を覚えるようにしている。」
「発表会に向けての音楽指導などは私が主に担当している。」
「イベントの前後は忙しくなりがちなので、私が園内を回り休める（休憩できる）時は休むよ
うに声がけをしている。」
H 保育所
「各クラスの様子を（園長が）こまめに確認し、保育活動を把握するように努めている。（園長
が）現場を把握し良い部分が見えたときは、朝礼で紹介し、気をつけなければならないことが
あった際は、注意点として全職員に共有し改善するように促している。」
「日頃、（園長が）感じていることを職員に丁寧に伝えることで、職員の気持ちが安定し、それ
が良い保育や保護者対応につながると思っている。」
出典：2017 年 7 月～12 月　筆者インタビュー調査から一部抜粋
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と考えられる。
また、この「任せている」という意見は「信頼している」とも言い換えられると考
えられる。d からは国の保育士キャリアアップ研修と処遇改善制度 （10）を指して「国か
らは階級をつけて組織をピラミッド型にするようにと通達がきているが、私はそれは
保育の職場の特性には合わないと思う。保育は園児と直接接することがメインの仕事
であり、その様子を上司が四六時中そばで見て評価できるものでもないし、各教室で
いわば密室で行われていると言える。責任者にできるのは、各職員を『信頼』してそ
れぞれの力を発揮してもらうことだ。そして同じ業務をするのであれば、ピラミッド
型の組織はあわない、鍋蓋型のようなフラットな組織であるべきではないか。」という
意見もあった。そして、前述した他保育所での勤務経験がある保育士が A 保育所の特
徴として述べた「上の人がいざとなったら守ってくれる安心感があり働きやすい。」と
いう「安心感」も、信頼感と言い換えることができる。
この相互の「信頼」は、スタッフを支配するという意識よりも、信頼する意識が、
保育所といった現場の判断が重要な組織において、特に大切なものであると考えられ
る。
⑥個人の力の発揮と一体感の醸成
前述のように d から保育所に適した組織形態として「ピラミッド型ではなくてフラッ
トな鍋蓋型組織」が挙げられていた。例え、組織形態としてはピラミッド型の組織で
あっても、感覚的にフラットな一体感を持った組織作りというのが、良い職場環境を
つくる上で重要なことなのではないか。
c からは「下からの意見を吸い上げ反映させる文化があれば、自ずとやる気もあがっ
てくる。もちろん『一体感』は上から押し付けられるものではない。下の意見をどれ
だけ『聞く耳を持ち取り入れていけるか』が一体感を作るのには重要。」という意見が
あった。d からも、「全体会議では、全員が平等。今年入った新任の先生も、一人前な
意見を出す。皆が意見を出す。出せる雰囲気を大事にしている。」という意見があった。
現場が重要な組織において、組織運営には一体感が重要であり、その一体感醸成の
ためには、スタッフからの意見に耳を傾け取り入れる、つまり対話の姿勢がトップに
は求められていると言える。
4．仮説検証と考察
本章では、前章までの事例調査を元に、本研究で設定した 3 つの仮説を検証し考察
をする。
（1）仮説検証
「仮説 1：働き続けやすい保育施設の職場環境と組織作りには、研修の実施、マニュ
アルの整備が有効である」の検証の結果、必ずしも研修の実施、マニュアルの整備が
有効ではないことが明らかとなった。なぜなら、保育士の人材採用・定着が順調な保
育所では、必ずしも職員へのマニュアルや研修が整備されているわけではないという
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ことが示されたためである。むしろ、平均勤続年数の短い保育所園長等のインタビュー
調査では、研修やマニュアルを重視した発言がなされ、それぞれに研修やマニュアル
を整備していた。国の保育士拡充の施策でも、研修の受講等を要件として職階を新た
に設けてキャリアアップとともに保育士の職場定着が図られているが、これらが必ず
しも有効ではないということが示された。研修の実施やマニュアルの整備の有効性は、
その実施状況に依存する。保育施設の組織規模と就業人員・保育の職務内容の量と質、
さらにそれらの管理・実施方法・職場環境の状況次第で有効性が判断される。従って、
それらがどのような条件では、研修・マニュアルが有効であり、他の条件では、そう
ではないのかを、さらに問題提起される必要がある。これらの問題を扱うためには、
本研究で扱ったよりも多くのケース・スタディによる一般化が要請される。
「仮説 2：働き続けやすい保育施設の職場環境と組織作りには、施設全体で関心を持
ち新人を育てる組織文化の醸成が有効である」は、保育士の就業継続には、施設全体
で関心を持ち新人を育てる組織文化の醸成が有効であることが示された。人材採用・
定着が順調な保育施設では、人間関係を良好に保ちたいという考えから、1 回（2 週間）
の保育実習において 10～15 名の職員が指導を担当しており、他園の 1～4 名に比べ、
多くの職員が実習生の育成に関与していることが示された。これは、離職者 0 名の病
院における看護師就業継続の先行研究と同様の結果であった。保育施設での新人を育
てようとする組織的な関心と運用には、どのような条件が必要になるかが更なる問題
提起となる。
最後に、「仮説 3：働き続けやすい保育施設の職場環境と組織作りに求められる園長
等に求められるリーダーシップは、分散型リーダーシップである」について、働き続
けやすい保育施設で求められる園長等に求められるのは、主体的で強力な「階層的リー
ダーシップ」ではなく、保育士職員を支援し導く「分散型リーダーシップ」であるこ
とがわかった。人材採用・定着が順調な保育施設では、園長等管理者は自己の役割意
識として「経営者であり教育者（保育者）ではない。」という見解を示し、それはその
他の保育施設の主体的な役割意識と比べて特徴的な点であった。そして、そのような
役割意識の理由として「教育・園児との対応は各保育士に任せており、保育士が働き
やすくすること、それが自分自身の役割である。」という意見を示した。
（2）考　察
保育士の働きやすい保育所の特徴としては、保育士と園長等経営者間の信頼感があ
り、保育士間の一体感が醸成されていた。そのような状態には、マニュアルや研修の
整備より、保育士の負担を減らすために保育士間の分業を推進したり、対話の機会を
作り出し共通の規範や方針を作り出す仕組みがとられることが有効である。
そうした仕組みに支えられた人間関係の良い職場では保育士は不安を一人で抱え込
むことがなく、ホスピタリティを十分に発揮することができ、ホスピタリティ人材で
ある保育士は充実感を得て、保育士として就業を継続したいと考えるようになる可能
性が高まることが推察される。
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そうした環境を作り上げるには、経営者に理念・哲学が必要で、「保育は保育士に任
せる」といった保育士を尊重した役割意識が存在している。
また、人材採用・定着が順調な保育所でのインタビューでは、保育所の適切な組織
形態として、「ピラミッド型ではなくてフラットな鍋蓋型組織」が挙げられていた。「下
からの意見を吸い上げ反映させる文化があれば、自ずとやる気もあがってくる。もち
ろん『一体感』は上から押し付けられるものではない。下の意見をどれだけ『聞く耳
を持ち取り入れていけるか』が一体感を作るのには重要。」という意見や「全体会議で
は、全員が平等。今年入った新任の先生も、一人前な意見を出す。皆が意見を出す。
出せる雰囲気を大事にしている。」などが示された。
特に保育所は子どもの命を預かる仕事であり、定型的な仕事よりも個々の児童に合
わせ現場で保育士が自ら判断をしなければならない場面が出る可能性のある職場であ
る。
そういった組織には、適切な権限委譲とともに一体感や信頼感の醸成が必要であり、
それには前述したスタッフからの意見に耳を傾け取り入れる、つまり前述した対話の
姿勢がトップには求められていると言える。
たとえ、組織形態としてはピラミッド型の組織であっても、感覚的にフラットな一
体感を持った組織作りというのが、保育士が働き続けやすい保育施設が成り立つ上で
重要なことなのではないか。
（3）本論文の限界と今後の課題
本研究では、関東地方の 8 保育施設の事例調査を元に、平均勤続年数に影響を与え
る一定の要因について分析している。
本論文では、園長等責任者の語りや現場の観察から、園長の役割意識とリーダーシッ
プについて可視化することを試みたが、先行研究で多く示されている保育士の就業継
続と給与・賞与等の「外的報酬」の問題は扱っていないことに限界がある。
また、保育士の就業継続が順調な保育施設では、旧来の階層型、支配型リーダーシッ
プではなく、分散型リーダーシップやサーバントリーダーシップがとられていると示
すことはできた。分散型リーダーシップとサーバントリーダーシップは、共に従来の
リーダーシップと対抗するリーダーシップ概念ではあるが、その関連性や、それらが
出現する前提条件や優先度については触れることができなかった。
例えば、他業種先行研究では、分散型リーダーシップを取ることによる弊害も指摘
されているが、今回の調査を通して、「リーダーが職場の環境を整えることに注力する
サーバントリーダーシップが取られることで、分散型リーダーシップの弊害を取り除
くことができるのではないか」という新たな仮説を立て、今後の課題としたい。
本論文は、筆者が立教大学大学院 21 世紀社会デザイン研究科比較組織ネットワーク
学専攻博士前期課程 2018 年度修士論文「保育施設に求められる職場環境と組織作り
に関する研究─保育専攻学生の就職意欲向上にむけて─」2 章「先行研究の検討」4 章
「保育施設の職場環境と組織作りに関する事例調査の結果と分析」の一部を加筆・修正
したものである。
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■註
（1） 待機児童は、厚生労働省の保育所等利用待機児童数調査要領によると、「保育の必要性の認
定がされ、特定教育・保育施設（認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く）また
は特定地域方保育事業（保育所等）の利用の申し込みがされているが、利用していない者」
と定義されている（厚生労働省 2017c）。
（2） 横浜市鶴見区の認可保育所が保育士不足を理由に園を休止させると決めた（朝日新聞、「保
育士不足で休園へ　鶴見の認可保育所」2018 年 03 月 09 日朝刊　横浜・1 地方版他）。
（3） 潜在保育士の定義としては、「保育士資格を持ちながらも（保育士として）就業していない
人。なお保育士としての勤務経験がある人、ない人どちらも該当」としている（ポピンズ
2011）。潜在保育士の中には、保育士養成校を卒業し保育士資格を取得したものの一般企業
へ就職する等、一度も保育の仕事に携わらなかった者も含まれる。
（4） 2012 年に全国の保育所の 10 分の 1 にあたる 2,308 ヶ所に調査票を配布し、全国の保育所
長を中心に 1,320 件の回答を得た調査。保育士が働き続けるために大切なこととして 1 位
に挙げられたのは「人間関係のよい職場であること」であり 77.4％、2 位が「やりがいの
ある仕事だと本人が思うこと」で 76.1％であり、3 位「給料」39.9％であった（日本保育
協会 2015）。
（5） 2013 年から開始された厚生労働省がおこなう保育士処遇改善の政策は年々その額を増や
し、開始から 5 年経った 2017 年には 2012 年に比べて保育士 1 人につき月額約 32,000 円と
技能・経験毎に最大 40,000 円の増額となっている。しかしこの処遇改善では、保育士 1 人
ひとりに直接補助金が支払われるのではなく、保育施設に対してまとめて支給されている
ため、保育士の給与に補助金額が全て反映されなかったり、補助金分は支給されるがその
分残業代が支給されなくなったなどの問題も起こっているのが現状である。自治体によっ
ては補助金支給に規定を設け、保育士に補助金額が支払われているかという調査を行うな
ど、保育士にとって本当の意味での処遇改善がなされるような取り組みも進められている。
その他、「保育士修学資金貸付」「保育士宿舎借り上げ支援」「保育士の子の保育に対する保
育料貸付」など様々な経済的支援制度がある。
（6） ケア労働とは家事や育児、介護などのケアを行う役割や仕事、労働。
（7） プリセプターとは病棟に所属しており、プリセプターシップ（新人看護師のリアリティ
ショックの緩和、職場適応、役割移行の促進を目指し、指導を担当する先輩看護師 1 名が、
一定の期間、1 名の新人看護師を担当し、その新人看護師への指導を個別に展開する体制）
の実施期間、1 名の新人看護師を担当し、その新人看護師への指導を個別に展開する看護
師である（見藤他編 2003、597）。
（8） 青戸福祉保育園園長　佐々木美緒子氏発言より一部抜粋。  
　「私たちの頃の園長というのはピラミッド型のトップダウンの判断をくだす役割として、
いつも決断を自分 1 人でしていかないといけない。だから園長は孤独よと、それを覚悟し
なさい、って周りからも言われました。だから、園長ってそういうものなんだなと思って
やり始めたのが新任園長時代の私です。（略）自分自身がピラミッド型の頂点みたいな立場
の園長をやりながら苦しみ、職員を苦しませてきました。なまじっか私なんか保育の経験
があったりしてきて、（略）そういう意味ではむしろ知らないからこそ丁寧にみんなから聞
き、みんなの思いもつなぎながら最終的な決断はなさるわけですよね。（略）リーダーシッ
プって最終的な決断の責任は負うけれども、でもそこにいたるまでは、なるべくたくさん
の声を集める努力をするのが一番より民主的な協働的な、広がっていくリーダーシップな
のかなと思います。」（シラージ・ハレット 2017、184–185、200）。
（9） サーバントリーダーシップとは、ロバート・K・グリーンリーフが主張し、まず相手に奉
仕し、その後相手を導くリーダーシップ哲学である（グリーンリーフ 2008）。サーバント
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リーダーは、奉仕や支援を通じて、周囲から信頼を得て、主体的に協力してもらえる状況
を作り出す。
（10） 保育士の待遇向上と専門性の強化に向けて保育士等キャリアアップ研修とそのガイドライ
ンが 2017 年 4 月厚生労働省で定められた。この制度により、一定の経験年数と所定の研修
受講数を要件として、副主任保育士、専門リーダー、職務分野別リーダーという職が設け
られ、職階により月額 5,000 円～40,000 円の処遇改善手当が国から補助される。  
　今まで曖昧であった保育士のキャリアに指針を作り、保育士自身がキャリアを描きやす
くする狙いがあり、保育士のスキルアップと処遇改善が図られている。  
　ただし、役職・手当ては研修を受講した全保育士が対象ではなく人数制限があり、手当
は国から園に一律支給されるため、研修修了者は賃金が上昇する可能性が高いが、必ずし
も処遇改善金額全てが受け取れるわけではなく園の方針によって配分が変わる（厚生労働
省 2017b）。
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